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中小企業の価格転嫁の状況
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出所：日本銀行 企業物価指数（202６年２月速報）

https://www.boj.or.jp/statistics/pi/cgpi_release/cgpi2602.pdf

出所：2025年版 中小企業白書（HTML版） 第7節 賃金・賃上げ | 中小企業庁

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2025/chusho/b1_1_7.html

賃上げ率(春闘)の推移

◼ 各種物価指数は2021年頃から急激に上昇を続けています。賃金についても上昇傾向にあり、中小企業も賃上げの判断を
促される状況が強まっています。

◼ 原材料費、労務費、エネルギーコストの上昇を受け、中小企業の持続的成長のためには、適切な利益を確保するための
取引価格の見直し、適正な価格転嫁の取り組みが不可欠となってきています。

価格転嫁の必要性 背景と動向

消費者物価指数の推移

国内企業物価指数の推移 最低賃金の推移

出所：総務省統計局 2020年基準 消費者物価指数 2025年度(令和7年度)平均

https://www.stat.go.jp/data/cpi/sokuhou/nen/pdf/zen-n.pdf#page=4
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法律の題名・用語の変更
「親事業者」 「委託事業者」、「下請事業者」 「中小受託事業者」、「下請代金」 「製造委託等代金」

協議を適切に行わない一方的な代金決定の禁止（禁止行為の追加）

手形払等の禁止（禁止行為の追加）

運送委託の対象取引への追加
発荷主が運送事業者に対して物品の運送を委託する取引を追加

面的執行の強化
公正取引委員会、中小企業庁、事業所管省庁の連携した執行をより拡充

従業員基準の追加
適用基準として従業員数の基準を新たに追加

代金に関する協議に応じない

◼ 近年の急激な労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇を受け、発注者・受注者の対等な関係に基づき、サプライチェーン
全体で適切な価格転嫁を定着させる「構造的な価格転嫁」の実現に向けて政府の取組が進められています。

◼ 「下請代金支払遅延等防止法」（下請法）が改正され（令和8年1月1日施行）、「製造委託等に係る中小受託事業
者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律」（略称：中小受託取引適正化法、通称：取適法）となりました。

「下請代金支払遅延等防止法」の改正 ～『下請法』から『取適法』へ～

NG

協議において必要な説明・情報の提供
をしない

NG

出所：中小受託取引適正化法ガイドブック https://www.jftc.go.jp/file/toriteki002.pdf
出所：下請法・下請振興法改正法の概要 https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/may/250516_gaiyou02.pdf

発注者・受注者の対等な関係に基づき、
事業者間における価格転嫁及び取引の適正化を図るため

4
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◼ 価格交渉推進月間フォローアップ調査2025年9月では、前回調査（2025年3月）に引き続き
「価格交渉が行われた」割合は引き続き増加（ 89.2 %→89.4％）している。

◼ 発注企業からの申し入れも更に浸透しつつあるものの、コストが上昇したが価格交渉が行われなかったという
回答も約１割。

◼ 価格交渉・転嫁への更なる機運醸成が重要。

価格交渉の状況 （浸透しつつあるものの、更なる機運醸成が重要）

出所：価格交渉促進月間の実施とフォローアップ調査結果 | 中小企業庁 https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/follow-up/index.html

※「価格交渉不要」の回答を除いた場合の回答分布

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/follow-up/index.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/follow-up/index.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/follow-up/index.html
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価格転嫁ツール
の主な対象

価格転嫁の状況 （状況は改善も、転嫁できない企業との二極化が課題）

◼ 価格交渉推進月間フォローアップ調査2025年９月では、前回調査（2025年３月）に引き続き「価格転嫁ができ
た」割合は８割超となっている（83.2％）。
一方、「転嫁できなかった」「マイナスとなった」割合は横ばいの状況（16.9％→16.8％）。

◼ コスト全体の価格転嫁率も（52.4 ％ →53.5％） と 0.1ポイントの増加。
◼ 価格転嫁の状況はほぼ横ばいであり、引き続き、転嫁できない企業と二極分離の状態が継続している。

転嫁が困難な企業への更なる対策が重要。

出所：価格交渉促進月間の実施とフォローアップ調査結果 | 中小企業庁 https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/follow-up/index.html

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/follow-up/index.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/follow-up/index.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/follow-up/index.html
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◼ サプライチェーンの受注側企業の取引段階が深くなるにつれて、価格転嫁割合が低くなる傾向。
◼ 特に、４次請け以上の階層においては、全額転嫁できた企業の割合は17.3%にとどまり、全く転嫁できなかった

又は減額された企業も、３割近く（27.9％）に上る。転嫁率も階層が深くなるにつれて低くなっている。
◼ 転嫁できない企業と二極分離の状態が継続しており、引き続き、取引階層の深い段階を中心に価格転嫁の浸透が課題。

価格転嫁の状況 （取引段階と価格転嫁率から見る課題）

価格転嫁ツール
の主な対象

出所：価格交渉促進月間の実施とフォローアップ調査結果 | 中小企業庁 https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/follow-up/index.html

全く転嫁できず

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/follow-up/index.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/follow-up/index.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/follow-up/index.html
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「価格交渉・転嫁の支援ツール」

8

◼ 適切な価格転嫁を実現するためには、思い切って価格交渉を行うことが重要。
◼ 交渉においては、各コストの上昇状況など、価格転嫁が必要となる理由を明確に示すことをはじめ、しっかりと

した準備を行うことが必要に。
◼ 中小企業庁のホームページには、価格交渉の根拠材料として有用な公表資料のデータベースや、

価格交渉の準備の際に参考となるハンドブック、取引上の悩みの相談窓口等の情報が公開されている。

出所：中小企業庁：価格交渉・転嫁の支援ツール https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/shien_tool.html

中小機構の
価格転嫁ツール

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/shien_tool.html
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https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/shien_tool.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/shien_tool.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/shien_tool.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/shien_tool.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/shien_tool.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/shien_tool.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/shien_tool.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/shien_tool.html
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中小機構 価格転嫁ツールのご紹介
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◼ 材料費、人件費、エネルギー価格などのコストが上昇する中、適切に価格転嫁に取り組むことが重要。
◼ 価格転嫁に取り組むには、まず、それぞれのコストが、損益状況にどのくらい影響を与えているかを把握する必要があります。

（気付き 動機付けの重要性）
◼ 「価格転嫁検討ツール」を活用してシミュレーションすることにより、価格転嫁の必要性や検討すべきポイントを把握し、
◼ 収益改善に向けて次の具体的なアクションにつなげます。

コスト高騰前の情報入力
コスト高騰前の情報を入力し、コスト高騰前の「会社全体」と
「個別の商品または取引先別」の収支状況を把握します。

現在の情報入力
コスト高騰後（現在）の情報を入力し、現在の「会社全体」と
「個別の商品または取引先別」の収支状況を把握します。

コスト高騰の影響の把握
コスト高騰前後の会社全体の「総コスト」を比較、原価構成比較
グラフから各コストの動向を確認します。

参考価格の確認
目指すべき取引価格（参考価格）を確認し、価格転嫁や
コスト低減等の検討を行います。

Step 01

Step 04

Step 03

Step 02

「価格転嫁検討ツール」 ～価格転嫁の必要性の気づき・きっかけに～

入力項目が
少ない！

商品別等に
収支が分かる！

目指すべき価格
(参考)が分かる！

https://kakakutenka.smrj.go.jp/kakakukentou価格転嫁検討ツール
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〇事前のご準備
◼ 「コスト高騰前」「現在」の損益計算書
◼ 分析対象とする個別商品または取引先別の「コスト高騰前」「現在」の売上高、

各コストの情報

入力ステップ
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ステップ１ コスト高騰前の情報入力
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ステップ１ コスト高騰前の情報入力

営業利益率や原価
構成比を見える化
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ステップ２ 現在の情報入力

◼ ステップ１と同様に、現在の決算書の項目を入力
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ステップ２ 現在の情報入力

赤字の場合には価格転嫁が進んでいない
可能性があります！
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ステップ３ コスト高騰の影響の確認

総コストの増減率
を上回っている

総コストの増減率が売上高を上回っている

要注意！
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ステップ３ コスト高騰の影響の確認

原価構成比と各項目
の増減率を見える化！
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ステップ４ 参考価格の確認

※1.ステップ２で入力した個別の商品または取引先の売上高÷現在の販売数量 (204,447,367÷100,000)

※2.現在の総コスト÷コスト高騰前の総コスト比率÷現在の販売数量 (204,447,367÷93.89%(0.9389)÷100,000)

※3.総コストベースの現在価格-総コストベースの参考価格 (2,044-2,216)

※1 ※2 ※3

①現在の1つの製品にかかる費用

②コスト高騰前と同じ利益を確保するために必要な１つあたりの販売価格

③マイナスの場合には価格転嫁が不十分の可能性あり

① ② ③
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ステップ４ 参考価格の確認

特に比率が大きいコストについては価格の決定
に大きく関係している可能性があります。 マイナスの場合

価格転嫁が不十分な
可能性あり
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その他の機能

〇印刷画面について
◼ 全ての項目を入力後、印刷ボタンを

クリックするとステップ１~4の結果
を印刷することができます。

(pdfでの保存も可能)

〇csv入出力について
◼ 全ての項目を入力後、csvボタンを

クリックするとステップ１~4で入力し
た値がcsvに出力されます。次回以
降、出力されたcsvを取り込むと入
力を省くことができます。

〇スマホ版について
◼ スマートフォンやタブレットでのご利用

は左記の二次元コードのサイトから
ご利用ください

(https://kakakutenka.smrj.go.jp/mobile/)
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